
プレス・ステートメント（２０１２年１１月２２日）

政府、「抑止力」を理由に核の非合法化を拒否

ＮＧＯ・市民は政策転換を求める

　２０１２年１１月２１日午後、日本の核軍縮政策に関するＮＧＯと外務省の意見交換会

が行われた。広島、長崎の団体を含むＮＧＯ１１団体からの１３名は、風間直樹外務大臣

政務官、廣瀨行成審議官らと、国連総会第一委員会および来春の核兵器の非人道性に関す

るオスロ会議に関して意見を交換した。

　議論の焦点は、１０月２２日に国連総会で発表された核兵器の非人道性に関する３５カ

国共同声明に日本政府が署名を拒否した問題にあてられた。日本が署名を拒否した理由に

関する風間政務官の説明は、以下のようなものであった。

風間政務官の説明（要旨）

　今回の声明にある「核兵器の非人道性」に関しては、日本政府の認識は声明のそ

れと一致している。核兵器の惨禍を二度と起こしてはならない。核兵器を二度と使

用させてはならない。問題は、どう使用させないかにある。

　そのために２つのアプローチがある。一つは、非合法化というアプローチである。

しかし、国際社会において違法行為を取り締まる機関がないことから、このアプ

ローチで絶対に核兵器が使用されないという保証があるかというと、不安が残る。

そこで日本の場合は、二度とわが国で核兵器が使用されないために、米国の核の

傘の下にいるというアプローチをとっている。

　今回の共同声明は、こうした核抑止の否定につながる要素があるので、署名しな

かった。

　この政務官の説明は、私たちを愕然とさせるものであった。日本政府は、核兵器の使用

が非人道的なものであることを認めつつ、「核兵器のない世界」を求める国連決議案を自

ら毎年提出しつつ、その一方で、日本にとっては米国の核兵器が必要であると公言しては

ばからないのである。そして、核が二度と使われないことを保証するために必要なのは、

核の非合法化ではなく、核抑止であると明言した。

　非合法化なくして「核兵器のない世界」が実現するはずがない。政府は「核兵器の使わ

れない世界」をめざすとしつつ、「核兵器のない世界」を求めてはいないのである。

　私たちは、このような政府の立場を到底認めるわけにはいかない。

　第一に、日本は被爆国として、まさに非人道的な惨禍を身をもって経験した国であるか

らこそ、核の非合法化に向けて世界の先頭に立つ責任がある。被爆者は、核兵器は存在そ

のものが人類にとっての道徳的退廃であると訴え続けてきた。

　第二に、核を保有することが核の使用を防ぐという抑止論には、何の根拠もない。むし

ろ核兵器に価値を見出す国がある以上、他の国も持ちたがり、世界に核は増殖していく。

事実、１９７０年の核不拡散条約（ＮＰＴ）は５カ国を核保有国と認めたが、今日では北

朝鮮も含めるならば９カ国が核を保有するに至っている。核が使われる危険は高まってい

る。核の使用を防ぐ唯一絶対的な道は、核兵器の全面禁止と廃絶である。

　第三に、日本政府は核の非合法化に向けた段階的な措置、すなわち核の役割限定や先制

使用の禁止についてすら、真剣に取り組んでいない。今回政務官は、日本への核使用を防

ぐために核抑止が必要だと説明したが、これまで政府は、核以外の攻撃に対しても核使用

を求める立場をくりかえし答弁している。重篤な核依存症といわざるをえない。



　

　核兵器に対する政府のこのような政策は、矛盾にみち、人々を欺くものである。それは、

決して日本の人々の気持ちを代表するものではない。私たちは、根本的な政策の変更を求

める。そしてとりわけ総選挙を前に、政治家たちの責任を強調するものである。
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